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諮問庁：環境大臣 

諮問日：令和４年１月２４日（令和４年（行情）諮問第９４号） 

答申日：令和４年１２月２２日（令和４年度（行情）答申第４２０号） 

事件名：特定の通知に基づき溶融固化施設を廃止した市町村名が分かる文書等

の不開示決定（不存在）に関する件 

 

 

答 申 書 

 

第１ 審査会の結論 
別紙に掲げる文書（以下「本件対象文書」という。）につき，これを保

有していないとして不開示とした決定は，妥当である。 
第２ 審査請求人の主張の要旨 

１ 審査請求の趣旨 

行政機関の保有する情報の公開に関する法律（以下「法」という。）３

条の規定に基づく開示請求に対し，令和３年９月２日付け環循適発第２１

０９０２１号により環境大臣（以下「環境大臣」，「処分庁」又は「諮問

庁」という。）が行った不開示決定（以下「原処分」という。）について，

その取消しを求める。 

２ 審査請求の理由 

審査請求の理由は，審査請求書及び意見書の記載によると，おおむね次

のとおりである。 

（１）審査請求書 

審査請求人が開示を請求している行政文書を環境省が作成・取得して

いない場合は，平成２２年３月１９日以降において，最終処分場の整備

を行うことで溶融固化施設を廃止している市町村（一部事務組合を含

む）が１つも存在していないことになるため。 

（２）意見書 

ア 環境省は，毎年度，一般廃棄物処理実態調査の結果を同省の公式サ

イトにおいて公表している。 

イ 環境省は，少なくとも，会計検査院が平成２６年度に同省に対して

行った溶融固化施設の運営及び維持管理に対する意見表示において，

溶融固化施設の運用を休止していた市町村（一部事務組合を含む）を

把握していることになる。 

ウ 環境省は，毎年度行っている一般廃棄物処理実態調査によって，会

計検査院の意見表示において溶融固化施設の運用を休止していた市町

村（一部事務組合を含む）が同施設を廃止しているかどうかを容易に

確認することができる。 
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エ 市町村（一部事務組合を含む）の多くは，公式サイトにおいて一般

廃棄物処理基本計画を公表している。 

オ 市町村（一部事務組合を含む）が公式サイトにおいて一般廃棄物処

理基本計画を公表していない場合であっても，環境省は市町村（一部

事務組合を含む）が策定している一般廃棄物処理基本計画を容易に入

手することができる。 

カ 環境省は，市町村（一部事務組合を含む）が策定している一般廃棄

物処理基本計画によって最終処分場の整備計画を容易に確認すること

ができる。 

キ 環境省は，平成３０年度に，既存施設の集約化を目的とした広域施

設の整備を推進している特定県の特定市と特定村Ａと特定村Ｂに対し

て，循環型社会形成推進交付金の交付を決定している。 

ク 特定県の特定村Ａ・特定村Ｂエリアにおいては，２村が構成市町村

になっている特定一部事務組合が防衛省の補助金を利用して平成１５

年度に既存施設の整備を行っている。 

ケ 特定一部事務組合が整備を行っている既存施設には，溶融固化施設

が含まれているが，同組合は補助金等に係る予算の執行の適正化に関

する法律（以下「補助金適正化法」という。）の規定に基づく財産処

分の承認手続を行わずに，平成２６年度から溶融固化施設の運用を休

止している。 

コ 環境省は，特定市と特定村Ａと特定村Ｂが平成２９年度に作成した

循環型社会形成推進地域計画によって，特定一部事務組合が溶融固化

施設の運用を休止していることを把握していた。 

サ 環境省は，平成２９年度に，特定市と特定村Ａと特定村Ｂが作成し

た循環型社会形成推進地域計画を適正な計画であると判断して承認し

ているが，同計画は，１市２村が広域施設の整備を完了したときに，

２村が，特定一部事務組合が防衛省の補助金を利用して整備した既存

施設を廃止する計画になっている。 

シ 環境省が所管している廃棄物の処理及び清掃に関する法律（以下

「廃棄物処理法」という。）の規定に基づく国には，防衛省も含まれ

ている。 

ス 環境省が所管している廃棄物処理法の規定に基づく政府には，防衛

省も含まれている。 

セ 防衛省は環境省と同様に，廃棄物処理法５条の４の規定に基づく国

として，政府が閣議決定している廃棄物処理施設整備計画の達成を図

るために，その実施につき必要な措置を講じなければならないことに

なっている。 

ソ 環境大臣は，市町村に対して補助金等の交付を決定する前に，補助
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金適正化法６条１項の規定に従って補助対象事業の目的と内容が適正

であるかどうかについて調査を行なわなければならないことになって

いる。 

タ 環境省の循環型社会形成推進交付金に対する都道府県の第一号法定

受託事務において，交付対象事業の目的と内容が適正であるかどうか

について調査を行う事務は含まれていない。そして，交付金の交付を

決定する事務も含まれていない。 

チ いずれにしても，環境大臣と環境省の職員は，特定一部事務組合の

既存施設に対して補助金を交付している防衛省を無視して，循環型社

会形成推進交付金に対する事務処理を行うことはできない。 

ツ 以上により，環境省の理由説明書は，環境大臣や環境省の職員が作

成した行政文書ではないことになるので，本件審査請求に対する処分

庁の決定は不当であり，本件審査請求を棄却することはできない。 

なお，特定一部事務組合が平成２６年度に溶融固化施設の運用を休

止するときに，防衛省の財産処分の承認基準に基づいて溶融固化施

設に対する適正な承認手続を行っていた場合は，審査請求を取り下

げる用意がある。 

ただし，同組合は平成２５年度まで，防衛省の補助金の交付の条件

になっている特定米軍施設から排出される「米軍ごみ」の処理を行

うために，補助対象財産である溶融固化施設を一度も使用していな

かった。そして，平成２６年度以降も一度も使用していない。 

第３ 諮問庁の説明の要旨 

１ 経緯 

（１）審査請求人は，法に基づき，処分庁に対し令和３年７月６日付けで本

件対象文書の開示請求（以下「本件開示請求」という。）を行い，処分

庁は同月７日付けでこれを受理した。 

（２）本件開示請求に対し，処分庁は，令和３年９月２日付けで審査請求人

に対し，行政文書を開示しない旨の決定通知（原処分）を行った。 

（３）これに対し審査請求人は令和３年１０月２５日付けで処分庁に対して，

原処分について「審査請求に係る処分を取り消し，対象文書を開示する

よう求める。」という趣旨の審査請求（以下「本件審査請求」とい

う。）を行い，同月２６日付けで受理した。 

（４）本件審査請求について検討を行ったが，原処分を維持するのが相当と

判断し，本件審査請求を棄却することにつき，情報公開・個人情報保護

審査会に諮問するものである。 

２ 原処分における処分庁の決定及びその考え方 

本件開示請求に対する処分庁の考え方は以下のとおりである。 

別紙に掲げる文書１で明示されている「環廃対発第１５０４２８１号」
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及び文書２で明示されている「環廃対発第１００３１９００１号」の通知

（以下「両通知」という。）は，補助金適正化法２２条（財産の処分の制

限）に基づき，環境省の補助金等を活用して整備した溶融固化施設の財産

処分を承認する際の基準（承認に必要な条件）や手続き等を定めたもので

ある。 

また，両通知の対象となる溶融固化施設の財産処分を行う場合，両通知

「４ 承認に必要な条件」に掲げる項目についての関係資料を添付するこ

とを求めていることから，補助金適正化法２２条及び両通知に基づき環境

大臣に提出された溶融固化施設の財産処分に関する資料を確認したが，最

終処分場の整備を行うことにより溶融固化施設を廃止したことが分かる資

料の存在は確認できなかった。さらに，上記以外に本件開示請求文書に該

当する資料が存在しないかも確認したものの，資料の存在が確認できなか

ったため，該当する行政文書は存在しないと判断し，法９条２項に基づき

不開示決定をしたものである。 

３ 審査請求人の主張 

（１）審査請求の趣旨 

   上記第２の１と同旨。 

（２）審査請求の理由 

   上記第２の２（１）と同旨。 

４ 審査請求人の主張についての検討 

審査請求人は原処分の取消しを求めているので，その主張について検討

する。 

審査請求人は，本件不開示決定に係る行政文書を環境省が作成・取得し

ていない場合は，平成２２年３月２９日以降において，最終処分場の整備

を行うことで溶融固化施設を廃止している市町村（一部事務組合を含む）

が１つも存在していないことになるから必ず作成・取得されているはずで

あると主張する。 

両通知の対象となる溶融固化施設の財産処分を行う場合，両通知「４承

認に必要な条件」に掲げる項目についての関係資料を添付することを求め

ているが，どのような資料を添付するか，また，どのような内容を記載す

るかについては何ら明示していないところである。そのため，上記２のと

おり，両通知等に基づき提出された資料等を確認したものの，最終処分場

の整備を行うことで溶融固化施設を廃止したか否か把握できる資料は存在

しなかったところである。 

さらに，両通知は，環境省の補助金等により整備した溶融固化施設を対

象としており，他の省庁の補助金等により整備した溶融固化施設の財産処

分については，環境省は何ら関与・把握していない。 

上記のとおり，環境省が，最終処分場の整備を行うことで溶融固化施設
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を廃止している市町村を網羅的に把握している事実はないことから，本件

不開示決定に係る行政文書を環境省が作成・取得していない場合，最終処

分場の整備を行うことで溶融固化施設を廃止している市町村（一部事務組

合を含む）が１つも存在していないことになるとの審査請求人の主張はあ

たらない。 

５ 結論 

以上のとおり，審査請求人の主張について検討した結果，審査請求人の

主張には理由がないことから，本件審査請求に係る処分庁の決定は妥当で

あり，本件審査請求は棄却することとしたい。 

第４ 調査審議の経過 

当審査会は，本件諮問事件について，以下のとおり，調査審議を行った。 

① 令和４年１月２４日  諮問の受理 
② 同日          諮問庁から理由説明書を収受 
③ 同年３月１日     審査請求人から意見書を収受 
④ 同年１２月１日    審議 
⑤ 同月１５日      審議 

第５ 審査会の判断の理由 

１ 本件対象文書について 

本件開示請求は，本件対象文書の開示を求めるものであり，処分庁は，

これを作成・取得しておらず，保有していないとして不開示とする原処分

を行った。 

これに対し，審査請求人は，原処分の取消しを求めているところ，諮問

庁は，原処分を維持することが妥当としていることから，以下，本件対象

文書の保有の有無について検討する。 

２ 本件対象文書の保有の有無について 

（１）諮問庁は，上記第３の２のとおり，両通知には，補助金適正化法２２

条（財産の処分の制限）に基づき，環境省の補助金等を活用して整備し

た溶融固化施設の財産処分を承認する際の基準（承認に必要な条件）や

手続等が定められており，両通知の対象となる溶融固化施設の財産処分

を行う場合，両通知の「４ 承認に必要な条件」に掲げる項目について

の関係資料の添付を求めているため，環境大臣に提出された溶融固化施

設の財産処分に関する資料を確認したが最終処分場の整備を行うことに

より溶融固化施設を廃止したことが分かる資料の存在は確認できなかっ

た旨説明する。 

（２）当審査会において，諮問庁から提示を受けた両通知を確認したところ，

両通知には溶融固化施設を財産処分する際の承認に必要な条件等が記載

されており，条件として掲げる項目については関係資料を添付の上，環

境大臣に提出することとされていることが認められる。最終処分場に関
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しては，その残余年数や溶融固化施設を稼働した場合の最終処分場の残

余年数増加への寄与度等の検討等が承認に必要な条件として掲げられて

いるものの，最終処分場の整備を行うことは溶融固化施設の財産処分の

承認に必要な条件とはされていないことから，市町村から環境大臣に提

出された上記関係資料において，溶融固化施設を休止するために最終処

分場の整備等を行ったことまでは記載する必要はないものと認められる。

そうすると，上記（１）のとおり，最終処分場の整備を行うことにより

溶融固化施設を廃止したことが分かる資料の存在は確認できなかったと

する諮問庁の説明に不自然・不合理な点はなく，他に本件対象文書の存

在をうかがわせる事情も認められない。 

（３）また，本件対象文書の探索について，当審査会事務局職員をして諮問

庁に確認させたところ，諮問庁は，本件開示請求及び本件審査請求を受

け，環境省環境再生・資源循環局廃棄物適正処理推進課の執務室内文書

保管場所，執務室外書庫，文書管理システムに保存されている電子ファ

イル及び同課専用共有フォルダ等の探索を行ったものの，本件対象文書

の存在は確認できなかった旨説明するが，その探索の方法や範囲等が不

十分とはいえない。 
（４）したがって，環境省において本件対象文書を保有しているとは認めら

れない。 
３ 審査請求人のその他の主張について 

審査請求人のその他の主張は，当審査会の上記判断を左右するものでは

ない。 
４ 本件不開示決定の妥当性について 

以上のことから，本件対象文書につき，これを保有していないとして不

開示とした決定については，環境省において本件対象文書を保有している

とは認められず，妥当であると判断した。 
（第４部会） 

  委員 小林昭彦，委員 白井玲子，委員 常岡孝好 
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別紙 

 

本件対象文書 

（１）環境省が平成２７年４月２８日付で全国の都道府県知事に対して発出し

ている溶融固化施設の財産処分に関する通知（環廃対発第１５０４２８１

号）に基づいて，最終処分場の整備を行うことで溶融固化施設を廃止する

ことになった市町村名（一部事務組合を含む）が分かる行政文書（環境省

に対する市町村の報告書等）（文書１） 

（２）環境省が平成２２年３月１９日付で全国の都道府県知事に対して発出し

ていた溶融固化施設の財産処分に関する通知（環廃対発第１００３１９０

０１号）に基づいて，最終処分場の整備を行うことで溶融固化施設を廃止

している市町村名（一部事務組合を含む）が分かる行政文書（環境省に対

する市町村の報告書等）（文書２） 


